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地方自冶体の中小企業育成政策に対する一考察 















































































































































































成長の方向性を見出すとしている。また具体的活動として B）企業に対する hearing を、①市内
の製造業、小売業、サービス業 8 社と、②市外有識者（同市に縁のある）経営者等 8 名から行っ
ている。 
経済成長戦略では、同市の産業の状況は平成 16 年度の簡易調査で、事業所の構成比では卸
売・小売行関係が 33.4％、サービス業 18.6％、飲食店・宿泊業が 14.6％。従業員数は卸売・小
売行関係が 25.3％、サービス業が 15.2％、医療・福祉 13.0％、飲食店・宿泊業が 10.2％で、特
に製造業に関して、事業所数は平成 11 年の 565 箇所から平成 16 年の 447 箇所に減少したが、
平成 17 年は 456 箇所に増加した。しかし従業員数は継続して減少しているとしている。製造品
出荷額は平成 13 年に 7,448 億円に増加したが、平成 16 年まで減少して 4,411 億円となった。
だが平成 17 年には 5,370 億円と増加したとしている。特に金属製品製造業、一般機械器具製造
業、輸送用機械器具製造業などが好調で、事業所数、出荷額、従業員数と一人当たりの製造品
出荷額等が上向いているとしている。さらに平成 17 年度の産業中分類別比較では、事業所数で
食料品 34.2％金属 14％、輸送用機械 9.6％、印刷等 9.4％、電気機械 2.2％、その他 23.5％で、





企業等に対する hearing は、市内企業（製造、小売、サービス業の業界団体 8 社）から行っ
ているが、製造業に関しては、①地場企業が競争力をつけるような具体的取り組みが必要であ
る。②設計、営業などのソフト強化が課題である。③技術転換の早い産業構造に答えられる企






























促すとして、①では地場産業の経営力を向上させるために、1 経営革新、2 生産性向上、3 人材
育成、4 情報収集・活用、5 機能分担などなどを。②では産業・業種間の連携を促すために、1）
新産業の創造、2）産業融合、3）水処理などの環境・新エネルギー産業への進出をすべきであ

































































































営を行っているとしている。平成 19 年 7 月に公募を開始、同年 10 月にオープンしている。 
まず、D-FLAG の入居条件は業種に指定はなく、対象者は（１）①企業を目指す大学などの










リフレッシュスペース）で、インキュベーションルームは 2 つの仕様（全 32 室）があり、実験
室仕様 20 室、オフイス仕様 12 室）広さは 20 平米、40 平米の②タイプがある。賃料は月額 1
平米当たり 3,675 円で、80,220 円～160,775 円である。長崎県・長崎市の賃料助成制度を受ける
と月額 1 平米当たり実質賃料負担（消費税込）は、設立 5 年未満の企業等 1－2 年目 1,100 円。
3－4 年目 1,600 円。5 年間から 2,500 円で、設立 5 年以上の起業等は 1－4 年目が 1,600 円。






平成 22 年 3 月現在の入居（企業）者は 21 社（組織）で、全室 32 室中 28 室が使用されてい
る。業種では情報・電子産業が 16 室（57％）10 者（48％）。医療・福祉産業が 7 室（25％）、7
者（33％）。新エネ・環境産業が 3 室（11％）、2 者（11％）。高度組み立て産業が 1 室（4％）、
































































さて 2010 年 3 月 15 日から 17 日までの 3 日間、社会科学研究所の春季調査合宿に参加して、
















たら、必ずや資料として活用させて頂きたいと考えている。筆者は 3 月 18 日再度長崎市役所を
訪問して、同市商工部中小企業振興室 係長 谷本祐二氏の紹介で同産業振興課企業立地雇用
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